様式第１０（第２１条、２２条関係）
[bookmark: _GoBack]年　月　日
熊本県知事　　　　　　　様

郵便番号
住　　所
名　　称
代表者の役職・氏名　　　   　　　　　　
電話番号
※共同申請の場合は補助事業者ごとに作成してください

年度くまもと型小規模事業者経営発展支援事業補助金に係る事業化状況・産業
財産権等に係る報告書

　　年　　月　　日付け第　　号で（変更）交付決定の通知があったくまもと型小規模事業者経営発展支援事業補助金に係る補助事業に関し、事業化等の状況についてくまもと型小規模事業者経営発展支援事業補助金交付要綱第２１条及び第２２条の規定に基づき、下記のとおり報告します。
記
１　補助事業の実施結果の事業化　　　　　　　　　　　　　有　　　無

２　産業財産権等の譲渡または実施権の設定　　　　　　　　有　　　無

３　その他補助事業の実施により発生した収益　　　　　　　有　　　無

４　事業計画名
　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

５　収益納付の算定等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区分
	金額

	補助事業に要した経費（A）
	

	補助金額（B）
	

	補助事業に係る本年度売上額（C）
	

	補助事業に係る本年度収益額（D）
	

	控除額（E）＝（A-B）
	

	本年度までの補助事業に係る支出額（F）
	

	基準納付額（G）＝（D-E）×B／F
	

	前年度までの累積納付額（H）
	

	本年度納付額（I）
	


　　（注）
1 売上額（C）とは、補助事業で取り組んだ結果の売上げ額をいう。
2 控除額（E）とは、補助事業に要した経費のうち自己負担額をいう。
3 収益額（D）とは、補助事業の完了によって生じた総収入額から総収入を得るために要した額（製造原価、販売管理費等）を控除した額をいう。
4 収益額（D）＞控除額（E）の場合は、収益納付が必要になる。
5 本年度までの補助事業に係る支出額（F）とは、補助事業に要した経費及び補助事業年度終了後に追加的に要した補助事業に係る経費の合計額をいう。
6 前年度までの累積納付額（H）とは、前年度までの収益に伴う納付金の合計額をいう。
7 本年度納付額（I）とは、基準納付額（G）と累積納付額（H）の合計額が補助金額（B）を超えない場合は、基準納付額が本年度納付額となる。また、基準納付額（G）と累積納付額（H）の合計が補助金額（B）を超える場合は、補助金額（B）から累積雄納付額（H）を差し引いた残額が本年度納付額となる。
1. B>G＋H　　ならば　I＝G
2. B≦G＋H　 ならば　I＝B－H
8 収益納付が発生する場合は、補助事業の収益等の算定に必要な資料を添付すること。

６　産業財産権等について
（１）　産業財産権等の種類及び番号

（２）　産業財産権等の内容

（３）　相手先及び条件（譲渡、実施権設定の場合）


